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は じ め に ,

日本女性の就業行動は,戦 後の日本経済成長に大 きく貢献するものであった。

現代社会において も,女 性労働力 は変化する日本経済と密接に関係 してお り,

景気や失業率などの様々な経済変数に敏感に反応 している。1)〈図1>は,1920

年から1997年 までの 日本 における女性労働力率の推移 を表 したものである。
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図1女 性労働力率(1920-1997年 日本)

資 料:1920年 ・30年 デ ー タ に 関 し て は 『国 勢 調 査 』1920年 ・1930年

よ り,そ の 他 の デ ー タ に 関 し て は 『日 本 統 計 年 鑑 』1999年

(PP.82-83),1995・96年(PP.84-85)よ り。

1)失 業 率の変化 を例 にあげると,1999年,日 本の失業率 は4%台 に上昇 した。その

第一の要因には,景 気の悪化によるリス トラの影響が挙げられる。 さらにもうひ

とつ指摘 されるのが,既 婚女性の就業行動の変化である。1999年 の女性労働市場

では,景 気が悪 くて もその労働力率が減少 しない(50%前 後)。 この理由には,

景気が悪 くとも主婦が職探 しを続けていることが指摘 される。(以 前 は景気が悪

くなると,主 婦 は労働市場か ら退出し,非 労働力化 した。)こ の ように日本の女

性労働市場では既婚女性 の就業行動が大 きく影響 し,女 性の求職行動が失業率の

長期的な変化に影響 を与えているのである。(日 本経済新聞1999年6月24日)
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労働力率 とは,15歳 以上(1955年 においては14歳 以上)人 口に占める労働力

人口の割合である。また,1920年 及び30年 のデータに関しては有業率が用い ら

れている。2)今 日における日本女性の就業形態の特徴 として指摘 されるのが,

戦後から90年代にかけてみられるM字 型就業形態である。これは,女 性の結婚,

出産及び育児による離職率の増加を示唆 したものである(山 ロ(1998))。 戦前

1920年 一30年代の女子労働力率は,15歳 か ら20歳代の労働力率の多い,比 較的

右下が りの形をとっていた。 しか し戦後1950年 代に入 り,若 年労働力率の著 し

い減少 と中高年女性の労働力上昇が,日 本の女性労働市場にM字 型就業形態を

もたらした。1955年 には既にM字 型就業形態の傾向が現れているが,依 然 とし

て35-50歳 代の労働力率は現在に比べ低い水準にあった。その後,60年 代から

90年代にかけて,そ れ らの年齢階級 における労働力率の上昇と,25-34歳 女性

の労働力率の減少が,M字 型を顕著 にした。しか し1997年 のデータでは,20-

50歳代の労働力率が全般 に上昇 し,M字 型の谷間 も浅 くなっていることが分か

る。 この変化の一要因と考えられることは,晩 婚化による20代 から30代後半女

性の労働市場からの退出が減少 し,こ の年齢層の女性の労働力率があまり減少

していない ことである。3)

<図2>は,1890年 か ら1981年 まで のアメ リカの労働力率 を表 した ものであ

る。4)ア メ リカで は1950年 代 に,20代 一30代 に お ける女性 就業率 の低 下 と,30

2)有 業 率 とは,人 口中に占める有業者の割合である。有業者 とは,`...本 業 とし

て何等かの職業又は職務に従事する者'(『 国勢調査』1930年:P.106)で あ り,

1920年(大 正9年)の データは,`...(一)本 業 として何等かの職業又は職務に在

り家事 に使役せ らるる家事使用人'を 加 えたものとしている(同 ページ`註 一'

参照)。 また,労 働力入ロと有業者は,次 の3点 において異なる。(1)有業 者には,
一時的に家業の手伝いやその他の仕事を行 う学生や主婦は含まれないが

,労 働力

人口の中には,一 週間に少 しでも収入のある仕事 をした者 も含 まれる。(2)有業者

には,前 職は無いが仕事を探 しているものは含まれないが,労 働力人口の中には

これが含 まれる。(3)有業者 には,年 齢の制限は無いが,労 働力人口は一定の年齢

以上がその対象 となる。(『国勢調査』1940年:P7)

3)平 均 初婚年齢は昭和45年 以降,男 女 ともに上昇 しつづ けている。昭和45年 から平

成8年 まで,男 子の平均初婚年齢は1.6歳(26.9歳 →28.5歳),女 子 は2.2歳(24.2

歳→26.4歳)上 昇 している。(労 働省女性局編 「働 く女性の実情」P.37)

4)ア メ リカ統計局では,労 働力を次のように定義 している。14歳 以上の人口を対象
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代後半 一50代 における就業率の増加によってM型 就業形態が発生した。その傾

向は1970年 代 まで続いたが,1980年 代になると20代 一30代女性の就業率は上昇

し,そ の就業形態は山型へ と変化 している。
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図2女 性労働力率(1890-1981ア メ リカ)

資 料:SmithandWard(1985)p.61.

55-64

に,労 働力人口は就業者(employed)と 失 業者(unemployed)に 分 類される。

就業者とは,`...仕 事 に従事 してい る者(調 査週において有給 の地位で仕事 を

している者,ま たは仕事 をもっているが,休 暇,病 気,争 議又は一時解雇 などの

理由により,一 時的に仕事をしていない者を指す)'で ある。 また有給の仕事 と

は,`_雇 用 者 として有給で働 く,雇 用主,自 営業者 として,利 潤追及のため

に働 く,ま たは家族農場や家族経営に携 わる無償労働(週15時 間以上の労働を条

件 とする)'を 指す。失業者 とは,`,..仕 事 に従事 していない者(一 般的 に仕

事に就いていないが求職中である,ま たは病気,一 定期間(又 は永久に)解 雇 さ

れている,手 に入 る仕事がないなどの理由によ り,求 職活動を行っていない者 を

さす)'ま た,非 労働力人口には,無 償で家事労働を行っている者,学 校 にいる

者,高 齢のために就労で きない者,病 院老人施設その他の施設にいる者,退 職者,

そ の他の理由によって有給の職 に従事 していないもの,求 職活動を行っていない

者が含 まれている(Durand(1948))。 このように,ア メリカの労働力に関する

統計的定義 は,(日 本の1920年 ・30年 における有業者のデー タを除いて)日 本の

定義 とほぼ同様である。 したがって日米の就業形態は,図1と 図2を 用いて比較

しうると考えられる。
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M字 型就業形態は消滅するか 一 日米における就業形態の歴史的推移 一

日本とアメリカの就業形態の変化 を比較す ると,そ の歴史的推移に興味深い

類似点が見 られる。アメリカの労働力率(<図2>)は,1890年 か ら1940年 まで

20歳代 を頂点 としてその後右下が りの傾向をとっていた。1950年 代にな り,20

歳未満の労働者の減少 と,30-40歳 代 における労働力の上昇がM字 型傾向をも

たらし,1970年 代 までその傾向は強まりなが ら継続 した。 しか し1980年代 にな

ると,M字 型は消滅 している。

一方,1920-30年 代の日本女性の就業形態は,ア メリカの1950年 代における

女性就業形態のような,緩 やかなM字 型をとっていた。そして戦後,1955年 か

ら1990年 まで,20歳 未満の若年労働人口の減少 と30歳 一40歳代における労働力

率の上昇が続 く。この傾向は,ア メリカが1950年 代か ら60年代にかけて経験 し

た ものと類似 している。この期間,日 本の就業形態についてより顕著であった

ことは,1960年 代か ら80年代にかけてM字 型の谷間が大きくなったことである。

これは,日 本における25歳 から35歳 までの労働力がこの期間,減 少 しつづけた

ことを示す。そして1997年,日 本の労働力率は依然としてM字 型形態をとって

いるが,25歳 から34歳 までの労働力率の大幅な増加が,M字 型の谷を上へ持ち

上げている。1960-70年 代のアメリカも,労 働力率の全体的な上昇によってM

字型の谷間の上昇 を経験 した。

このように,1920-30年 代の日本女性労働力率 と,1950年 代のアメリカ女性

労働力率,1955年 から1990年 の日本のデータに見 られる傾向と,1950年 一60年

代のアメリカの傾向,そ して1990年 か ら97年 にかけての日本のデータの傾向が,

1960-70年 代のアメリカの女性労働力率の傾向にそれぞれ対応 していることに

気づ くであろう。 もし,今 後 日本の女性就業形態がアメリカの傾向に従って変

化 してゆ くのであれば,1997年 以降,日 本の女性労働力率はアメリカにおける

1981年 の形態のような山型へ と変化するであろう。果たして日本の女性就業形

態 は,今 後もこのM字 型を維持 していくのか。それともアメリカと同様の変化

を経験するのであろうか。

ShimadaandHiguchi(1985)は,日 本の就業形態の歴史的変化における特
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異性は,あ まり諸外国と比較 し強調 されるものではないと指摘 している。彼 ら

は,日 本の女性労働力が,家 族労働者 ・自営業者と賃金労働者では異なった変

化を見せていることを表 している。 さらにアメリカ,イ ギリス,フ ランスなど

も産業化の段階では,日 本 と同様の傾向があったことを指摘 している。また,

篠塚(1996)は 女性の労働力率 を高卒 ・大卒にわけて分析 している。それによ

ると,日 本の女性労働力率のM字 型形態は高卒者 により支持 されてお り,そ の

M字 型の谷間も1987年 か ら1995年 の約20年 間で上昇 していることを指摘する。

さらに大卒者に関する労働力率については,同 じ20年 問においてM字 型形態の

消滅が見 られる。このことから篠塚(1996)は 今後の 日本女性就業形態につい

て,`...大 卒女性の労働力率がいっそう高いウエイ トをもつことによってM

字型を変形させる兆 しを示唆 している。つまり,高 卒 と大卒の両方でM字 型労

働力率 を消えさせる動 きがみられる'と,女 性の高学歴化 を考慮に入れながら,

M字 型労働力率の消滅を予測している。5)

このように,日 本の女性就業形態に関 して,高 学歴女性の増加という視点か

ら,ア メリカのような山型への移行を示唆する主張や,日 本におけるM字 型就

業形態の特異性をあまり強調すべ きではない,と いう主張 もある。 しかし,ア

メリカが1950年 代から70年代 までの約20年 間に経験 したM字 型就業形態が,日

本では戦前か ら今 日に至るまで継続 してみ られる事実は,国 際比較に値するも

のである。ここで,日 本女性のM字 型就業形態に他国 と異なる形成要素を見つ

け出すことは,将 来の日本女性就業行動 を分析するための重要な手がか りとな

るであろう。

労働市場と家計生産活動の選択

日本の女性就業形態がなぜ現在 もM字 型をとりつづけているのか,と いうこ

とを分析する際,ま ず大 きく次の2つ のことに注 目しなければならない。1つ

は,日 本の女性就業形態が今日M字 型 を表 している要因は何か。つま り,20代

5)篠 塚(1996)pp.121-125及 び 図7-1参 照 。
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から40代 の女性労働力がなぜ労働市場から退出するのか,と いうことである。

そ して2つ めには,ア メ リカにおける女性労働市場の歴史的変遷 を確認するこ

とである。アメリカの女性就業形態が経験 した,M字 型か ら山型への変化の軌

跡 を分析することは,両 国の女子就業形態を比較考量する上で重要である。

この論文の焦点は,第1に 指摘 したM字 型就業形態の日本における存続要因

におかれている。なぜ多 くの 日本女子労働者は,結 婚 ・出産を境 に労働市場か

ら離れてゆくのであろうか。女性が労働市場か ら離れてゆ く理由には,主 に2

つのことが考えられる。1つ は,女 性労働者を取 り巻 く環境が原因となり離職

することである。労働市場要因に注目した研究では,離 職理由の分析 に日本の

雇用慣行や政府政策などの労働環境を取 り上げている。そ してもう1つ は,女

性がむ しろ家庭 に入ることを進んで選択 した結果,離 職が起こるという考え方

である。

まず,労 働環境を理由とする離職についてふれる。この要素には,女 性の長

期勤続を抑制するような雇用慣行(企 業政策)の 存在,女 性就業 に関する制度

(育児休業に関する制度 ・男女雇用機会均等法など)の 未発達そして育児施設

の未発達などが挙げられる。育児休業に関する制度 と育児施設の普及について

は,ア メリカとの比較を交え後述するため,こ こでは企業慣行及び雇用機会均

等法について簡単に触れる。

雇用慣行が根拠となる離職には,結 婚退職の慣行や,統 計的差別による女性

労働者の長期勤続への問題があげられる。これ らの政策は,企業利潤追求にとっ

て合理的な考え方である。まず結婚退職の慣行は,戦後高度成長期にあたる1950

年代から70年代 に広まった慣行である。当時の女性労働者の多 くは,生 産部門

での単純労働及び不熟練労働に従事 していた。これらの仕事は精神的 ・体力的

な疲労が大 きいため,企 業は若年女性労働者を短期的に雇い入れることで労働

力の確保を行っていた。さらに単純 ・不熟練労働の場合,年 功賃金による賃金

の上昇が必ず しも個人の生産性の向上につながらない。そのため,長 期勤続の

女性には必然的に生産性 よりも高い賃金を払わなければな らないことになる。

従って,女 性の長期勤続による賃金増加を抑制するために,企 業は結婚退職慣
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行 を強調するようになったのである(冨 田(1993),藤 井(1995,第4章)参 照)。

また統計的差別の理論 とは,女 性は統計的データに基づ くと一般的に勤続年数

が短い傾向にあるため,企 業は女性 に対す る人材育成 をあまり積極的に行わな

い,と いう考え方である。これは労働市場において,女 性 は結婚や育児を機に

離職する傾向が統計的に見て も強 く,企 業内での女性に対する人材育成投資を

男性 と同等に行 うことは,企 業にとって合理的ではない,と 考えられているた

めにおこる。そして多 くの女性は,結 婚を機 に労働市場か ら離れようとする意

識を持 っているため,補 助的な仕事 に従事す る傾向にある。従って,企 業側の

合理的利潤追求によるコン トロールと,女 性労働者側の意識の両方が,統 計的

差別を生み出す こととなっている。6)

男女雇用機i会均等法(1985年 制定,86年 施行)は,上 に挙げた統計的差別な

ど,女 性の就業機会の平等 を妨げるような様々な規定 ・慣行の抑止 を目的 とし

た ものである。同法は,性 別役割分業解消のため,雇 用における様々な差別の

禁止(募 集 ・採用,昇 進,教 育 ・訓練,定 年 ・解雇などにおける差別の禁止)

を努力義務として掲げた。 しか し努力義務 としてのこれらの規定は,日 本にお

ける慣行的な性別分離を解消するには至 らず,さ らに間接差別(配 偶者手当な

どの給与制度,セ クシュアルハラスメントなど)も 問題 となっている。7)塩 田

(1992)は,こ の均等法の課題は性別分離の解消(性 別を特定 した募集の禁止

な ど)と 間接i差別の廃止であることを主張する。1999年 には,改 正男女雇用機

会均等法が施行され,改 正前 に努力義務 とされていた様々な規定が,改 正法の

6)さ らに富田(1993)は,職 場環境が企業への定着度 と密接 にかかわっていること

指摘する。特 にそれは,女 性労働者の上司,仕 事のや りがいそ して人事考課の公

平さへの満足度である。更に女性労働者は,仕 事 と家庭の両立が達成で きるよう

な環境を望んでいるが,今 日の職場環境 では,こ の両者が依然として トレー ドオ

フの関係 にある。冨田氏はこの トレー ドオフ解決のためには,上 司の女性労働者

に対する理解 を深め,統 計差別を和 らげることが,女 性 に対する訓練機会の向上

につながると提案 している。八代(1992)も,女 性の昇進に関す る上司の理解の

重要性について議論 している。

7)1992年 に 日本経済新聞が,女 性観離職 を対象に行った調査によると,53.7%が 均

等法施行後男女の平等が実現 していないと答えている(塩 田(1992))。
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下では禁止事項となった。このような改正 は,男 女の就業に関する機会の平等

を一層追及するものとなってお り,ま た塩 田が挙げた性別分離の解消に貢献す

るもの となった。 しかし,間 接差別の廃止については依然 として課題 となって

いるという議論がみ られる。8)ま た,八 代(1999)は 育児休業に関して,職 場

復帰後の労働者の育児と家庭の両立が,改 正法の今後の課題であることを指摘

している。その具体的な対策 としては氏は2つ を挙げている。1つ は人事管理

を企業側からの一方的な管理体制か ら個人の意志がより反映 されるような体制

へ と変化 させ ること,そ してもう1つ は,中 途採用や短時間労働を充実 させる

ことである。9)改正男女雇用機会均等法は,1999年 に施行 されたばか りである。

従って,個 人や企業のなどの改正法に対する反応やその効果は,今 後注 目すべ

き点 となるであ ろう。

離職 の第2の 原因は,女 性が市場労働に優位性を持つ何等かの効用を家庭内

での活動 に見 出 してい る,と い うこ とであ る。袖井(1995)の 称 す る`積 極 的

理由'に よる離職が この離職パ ター ンの一要素である。この`積 極的理由によ

る退職'と は,幼 児期の子育ては,や は り母親が直接家庭で行 うのが良いとい

う,女 性 による積極的な理由か らの退職をさす。10)こ のように,女 性に離職

8)八 代(1999)第6章 参照。

9)ア メリカでは1980年 代,雇 用機会均等への追求が高 まった。代表的な動 きとして

アファーマテ ィブ ・アクション((少 数民族 ・女性の)雇 用促進計画)が 挙げ ら

れる。 これはアメリカにおいて,雇 用に関す る組織的な差別の存在 を解消す るこ

とを目的 としてお り,企 業内に差別が起 こっていないことを雇用者側が提示する

ことを必要としている。アファーマテ ィブ ・アクションにより,女 性や少数民族

の雇用に関する差別の解消が期待されるが,全 ての労働者がその恩恵を受けてい

るわけで はない。Wilson(1995)は,LeckandSaunders(1992)の 研 究を参

照 し,2つ の効果 を指摘 している。1つ は,よ り充実 した雇用平等プログラム

(employmentequityprogram)を 持 った企業において,ア ファーマテ ィプア

クションの効果は大 きいこと,そ して もう1つ は,白 人女性のほうが より高い恩

恵を受けていることである。後者に関 しては,充 実 した雇用平等プログラムを採

用する企業については,こ れまで男性が主だった地位の高いポジションには白人

女性を採用 し,そ れ以外の女性 を事務職に採用す るとい う傾向があるという。従っ

て,白 人女性のみが雇用平等政策の長期的な恩恵を受けているという状況 を指摘

している。(Wilson:P.131-133)

10)袖 井(1995)は 女 性の離職 を,そ の積極的理 由によるものと消極的理由によるも
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をもたらす理由には,家 庭内での生産活動(例 えば家事 ・育児などを行 うこと)

に,市 場生産活動に対する何 らかの優位性 を見出しているからである,と いう

ことが考え られる。家計 をある種 の生産活動体 とみ なした代表的研究 には

Becker,G.S。(1965)が ある。Beckerは,生 産活動体 としての家計 を考慮 し,

女性の就業行動は,市場労働の選択 と家計生産活動の選択によって説明される,

という考え方 を展開している。 この家計生産理論は後にMincer,J.やGronau,

Rら によ り実証分析へ と発展 した。本稿 は,こ の家計内生産活動 と市場活動

の選択 と,M字 型就業形態の形成要因との関係についての分析 を目的 としてお

り,Becker,Mincerそ してGronauの 研究に動機づけられている。

この論文の目的は,労 働市場での生産活動に対する 「家計内」での生産活動

に注目し,M字 型就業の形成要因を分析することである。この論文は以下のよ

うに構成 されている。第1章 は,日 本 とアメリカの女性就業形態の歴史的変化

とその要因についての確認,そ して第2章 では,労 働市場分析における代表的

な理論の紹介 と,こ れまでの女性労働市場分析の結果,特 に市場労働に注 目し

た研究結果についてまとめる。さらに,そ れらの研究のなかで未解決 となって

残 されている点を指摘す る。第3章 は,市 場労働に対する家計での生産活動の

理論を,Beckerに よる時間配分理論 を中心に紹介する。そして,そ の理論の

日本のM字 型就業形態分析への応用について議論する。第4章 では,前 章の議

論に基づ き,教 育投資 という変数について,日 本のM字 型就業形態形成及びそ

の存続要因との関係を説明する仮説を提示する。更にその仮説 を補足する様々

な既存の研究を,日 米比較 を交えなが ら紹介する。最後に,ま とめと今後の研

究についてのコメントを行う。

のとに区別している。具体的には`...子 育 て期の退職 は,子 育てに対す る公的 ・

私的支援体制がかけているために退職せ ざるをえないという消極的理由による場

合 と,パ ーソナリティーの基礎部分が形成される乳幼児期には母親が育児に専念

すべ きであるとい う信念か ら進んで退職 をするという積極的理由による場合 とが

ある。'と し,多 くの女性は消極的理由による退職を余儀な くされていることを

指摘 している(P166)。
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第1章 日米における就業形態の変化

先の く図1>に 見 られるように,日 本における女性労働力率は,1920年 代よ

りM字 型 を形成 しつづけ,1960年 代から80年代 までM字 型の谷間は深 くな り,

そ して1990年 代入 り,M字 型の谷間が大幅に上昇し,さ らに全体的な労働力率

も大幅に増加 している。アメリカでは1950年 代から70年代 まで,女 性労働力率

はM字 型 を示 していたが,そ の後80年 代 になり山型へ と変化 した。本章では,

女性の就業形態を変化させていった社会経済的要因に焦点をおきなが ら,日 米

の女性就業形態における歴史的変化について考察する。

日本における就業形態の変化

日本女性の社会進出は年々

上昇 している。 しかしこれは

ご く最近だけに見 られる現象

ではない。11)〈 図3>か ら

もわかるように,1960年 代に

おける女性労働力率は,日 本

のほうがスウェーデンよりも

高いことがわかる。1960年 代

初頭における日本の女性労働

市場には,未 婚の若年女性を

短期的に雇 う傾向があった。

そこでは女性労働者は縁辺労

働者として活用され,主 に単

純作業 ・不熟練労働に従事 し
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図3:女 性 労 働 力 率 の 推 移(日 本,ス ウ ェ ー デ ン)

資 料:小 池(1995):P.141.

11)小 池(1995)も これを指摘 している。
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た。12)こ の頃は,性 別役割分業の考 え方一夫は外で働 き,妻 は家庭にいると

いう考え方一が社会に浸透 していた。`マ イホーム主義'と いう言葉に表 され

るように,労 働市場における利潤追求と,家 庭における安 らぎの場の提供 とい

う役割分担がはっきりと強調されている時代であった。13)

1970年 代に入ると,女 性労働力の質的な変化が現れる。それは,景 気後退に

もかかわらず女性労働者の増加が見 られた ことである。〈表1>は,1950年 代

から1980年 代 までの,自 営業,家 族労働そして賃金労働 に従事する日本の既婚

女性労働力率の変化を表 した ものである。〈表1>で は,労 働力率の変化につ

いて2つ の異なる傾向を見 ることができる。それは自営業 と家族従業者の割合

が 減少 し,逆 に賃金 労働 者 の割合 が年 々上 昇 して い るこ とであ る。Shimada

andHiguchi(1985)は,こ れ を`相 反 す る傾 向 を もつ異 種 集 団'(Hetero-

geneousgroupswithconflictingtrend)と 称 し,日 本女性 就 業率 の 変化 に も

そ の就 業形態 に よって異 な る傾 向が見 られ る とい うこ とを指摘 してい る。特 に

賃金労働 者 の割合 の増加 は,サ ー ビスの経済化 に よる労働力 の女性化,つ ま り,

これ まで家事労働 とみ な されて いた仕 事がサ ー ビス となって経済 的価 値 を持つ

よ うにな り,そ こに女性労働 力が利用 され る ようになった とい うこ とが要 因の

12)縁 辺 労働者 とは,雇 用に関 して,様 々な経済状況の変化(例 えば景気や家計収入

の変化)に あまり影響 を受けない労働者の`周 辺'に 位置するような労働力を指

す。 この縁辺労働者は,従 って,経 済状況の変化に敏感に反応 しなが ら労働市場

への参入 ・退出を行なう労働力である。また縁辺労働力は,景 気変動による労働

市場 における緩衝剤 としての役割 を果た しているともいえる。

13)こ の性別役割分業の強調は,政 府政策からも示唆できる。1961年 に創設された配

偶者控除制度 を例 にあげると,専 業主婦は`収 入のない者',そ して,扶 養者 と

して扱われている。竹中 ・久場(1994)は,こ れは家事に経済的価値が認め られ

ていないことの表れである,と 指摘する。 また,家 事労働の経済的価値について

の議論 には,家 事労働 の経済的価値 を主張する側 として,工960年 磯 野不二子の
`主婦労働価値説'が あげられる

。そ こでは夫の労働力 と次世代の労働力 となる

子供 を商品 とみなし,主 婦の家事労働はそれ らの商品を生み出すための重要な役

割 を果 た しているのであ るか ら,経 済的 な価値 を持 ってい る,と 説 く(藤 井

(1995))。 それに反論 したのは,嶋 津千利世である。嶋津によると,主 婦 による

家事労働は交換できない ものであるか ら,そ れに経済的価値はないと訴える。 さ

らに家事労働は私的かつ非生産労働であ り,労 働の価格にもならず夫の賃金を引

き上げることも出来ない,と 反論 した。
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表1:女 性 人口に占める自営業,家 族従業,雇 用者の割合(%)

79

年 自営業 家族従業 雇 用 年 自営業 家族従業 雇 用

1955 8.7 29.4 17.31 1973 7.3 12.34 27.95

1960 8.46 23.26 21.9 1974 6.91 11.66 27.28

1965 7.26 18.41 24.29 1975 6.45 11.53 26.86

1966 7.28 17.54 25.29

1

1976 6.33 11.22 27.39

1967 7.43 17.19 25.8 1977 6.31 11.2 28.19

1968 7.21 16.77 26.1 1978 6.4 11.41 28.53

1969 7.21 16.15 26.15 1979 6.48 11.22 28.88

1970 7.02 15.25 27 1980 6.38 10.69 29.49

1971 6.84 14.14 27.17

1

1981 6.15 10.4 30.02

1972 6.81 13.29 26.97 1982 6.32 10.31 30.25

資 料:ShimadaandHiguchi(1985)P.S358.

1つ となっている。1975年 以降,既 婚女性の労働力率は上昇 し,そ の値は1975

年の42.5%か ら1989年 には52。3%ま で上昇 した。特に40-50歳 代女性の労働市

場への再参入が,M字 型就業形態を顕著にした。女性の教育 レベルも,1965年

から75年 にかけて著 しく上昇した。〈表2>は 女性の教育 レベルの変化 を表 し

たものである。1968年 か ら1970年 の10年 間で,高 学歴女性の割合が5.2%か ら

12.9%へ と大 きく上昇 しているのがわかる。

1980年 代に入 って も,自 営業者 と家族従事者の労働力率の減少 と賃金労働者

表2:教 育レベル別就業率(%)

女 男

年 初 等 中 等 高 等 初 等 中 等 高 等

1968 60.4 34.3 5.2 52.8 33.6 13.6

1979 42.7 44.4 12.9 37.2 41.7 21.1

資 料:ShimadaandHiguchi(1995)P.S362
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の割合の増加が続 き,M字 型就業形態は今日に至 るまで存続 している。教育水

準 も上昇傾向にあ り,短 大 ・大卒女性の労働力の増加が確認 されている。

しかし,結 婚 と育児による就業継続は,今 日でも依然 として困難な状況にあ

る。毎月労働統計報告(1997)に よると,高 学歴女性の就業率 は増加 している

が,30歳 か ら34歳の女性労働者の約50%が,そ の教育 レベルと無関係に労働市

場か ら退出 しているとい う。

アメリカにおける就業形態の変化

19世紀末期か ら1940年 代 までのアメリカの女性就業形態は,未 婚期に労働市

場へ進出,そ して結婚を境に労働市場 を離れる,と いう傾向を表 していた(樋

口(1991)),CostelloandKrimgold(1996),ShimadaandHiguchi(1985)),

Goldin(1988)に よると,1920年 か ら30年代の恐慌時におけるアメリカでは,

結婚退職 を義務付ける企業が多 く,女 性労働者の結婚退職が多かったという。

さらにGoldin(1988)は,結 婚退職を義務付ける企業側の動機に,次 の2つ

を指摘 している。1つ はこの頃のアメリカには,事 務職や生産業に従事する女

性が多 く,このような経験の少ない短期的な労働力を退職させても,企業 にとっ

て損失は少なかったことである。そ してもう1つ は,結 婚退職を制度 として設

けることによって,不 況期でも解雇するコス トを抑 えることができるという動

機である。

1950年 代 になり,女 性労働力の上昇,特 に既婚女性の労働力率の上昇が顕著

になり,M字 型就業形態が この頃のアメリカ労働市場に形成 されてゆく。既婚

女性労働力が上昇 した原因には,戦 後の労働力不足,若 年労働人ロの減少,そ

して進学率の上昇があげられる。若年労働人口の減少 と進学率の上昇は,企 業

にとっての未婚若年女性の労働力への期待 を薄くした。そしてそれに代わる労

働力 として,既 婚女性を積極的に労働市場へ投入するようになったのである(樋

口(1991))。 そして30年 代に労働市場 を離れた既婚女性は,子 育てを終 える50

年代に,再 び労働市場へ と復活するようになった。さらに,50年 代アメリカに

おける既婚女性労働力率は,事 務職 という新 しい職種の拡大 によっても急激に
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増加 した。Goldin(1988),Brinton(1993)やSmithandWard(1985)は,

40年 代から50年代の教育レベルの上昇 と事務職の出現が,ア メリカの女性労働

供給を促進 させたもう1つ の要因となっていることを指摘 している。事務職は,

キャリアの中断によるコス トが比較的少ないと考えられる。従って,こ の新 し

い職種の出現 は,ま ず結婚と仕事の狭間に立つ既婚女性が積極的に市場へ参入

できる機会 を彼女達に提供 した(SrnithandWard(1985))。 さらに,事 務職

の出現は,若 年女性の教育レベルの上昇 と女性労働供給 を促 した。というのも,

事務職への従事 にはある程度の教育レベルを必要 とし,し か もそれはホワイ ト

カラーとい う女性にとっては魅力的な職種であったためである。一方,女 性の

進学率が上昇 しつづけたことによ り,能 力のある女性 を制度によって強制的に

労働市場か ら退出させることは,も はや企業にとって合理的なことではなく

なっていた。 このことから,1920年 代か ら30年代におこった結婚退職制度は,

この時代 に廃止 された。

1960年 代以降,性 別による労働力差別に対する運動が盛んになった。それに

よって既婚女性の労働環境改善 と共に,そ れまでM字 型であったアメリカの女

性就業形態が,1970年 代か ら80年代にかけて山型へ と変化 してゆ く。<表3>は,

アメリカにおける末子年齢による18歳 か ら44歳の女性労働力率を示 したもので

ある。1977年 から82年 の5年 問で,特 に1歳 以下の子供を持つ女性の労働力率

の増加が顕著である。さらに1960年 から87年 にかけて,18歳 未満の子供 を持た

表3:末 子年齢による18-44歳 の女性の労働力率(ア メリカ)

1982年 1977年 1977-82年 における労働力率の変化の割合(%)

1歳 未満 41.4 31.9 9.5

1歳 47.7 37.2 10.5

2歳 51.0 44.4 6.6

3歳 50.8 44.0 6.8

4歳 54.3 50.0 4.3

資 料:オ ザ ワ ・木村 ・伊部(1989)
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ない女性労働力率は,わ ずか13.7%(34.7%か ら48.4%へ)の 上昇であったが,

6歳 未満の子供を持つ女性の労働力率は38.2%(18.6%か ら56.8%へ),6歳 か

ら17歳 の子供を持つ女性の労働力率は31.6%(39%か ら70.6%へ)と 急激に上

昇した。従って,ア メリカにおけるM字 型就業形態の消滅は,家 庭に入 り育児

を行 う母親が減少 したことが要因の1つ となっている。 さらに樋 口 ・早見

(1984),樋 口(1991)は,こ のM字 型消滅の もう一つの要因として,む しろ

晩婚化 とベビーブーム期の終焉 による出生率の低下などによる,子 供を持つ女

性の減少を挙げている。以上を考慮すると,ア メリカで1960-70年 代に経験 し

たM字 型就業率の消滅は,労 働環境の変化 という市場要因 と,20代 か ら30代女

性が子供を生 まなくなっている,と い う個人的要因の両方が影響 していると考

えられる。

日米における就業形態の比較

冒頭で も触れたように,日 米における女性就業形態には,そ の歴史的推移に

興味 深い対応 を表 している。それは,日 本の1920年 代 一30年代における女性就

業形態がアメリカにおける1950年 代のそれに対応 し,日 本の1955年 か ら90年に

おける就業形態が,ア メリカの1950年 代 一60年代のそれに対応 していることで

ある。更に,日 本における1990年 以降のM字 型就業形態の弱まりは,ア メリカ

が1960年 一70年代 に経験 した就業形態の変化 と類似 していることが指摘 でき

る。14)さ きほども触れたように,ア メリカの就業形態の釣鐘型か らM字 型へ

の変化は,若 年労働力人口の減少による,既 婚女性の労働市場への進出が もた

らしたものである。 日本 においても,1960年 代 にM字 型が顕著になったのは,

経済合理化に伴 う若年労働力不足の代替 としての,既 婚女性の労働市場への進

出によるものであった(藤 井(1995)P.71-72)。

14)樋 口(1991)も,こ の両国の類似性に着 目し,M字 型雇用形態を示 していた1967

年 の アメリカのデータを用い,60年 代後半のアメリカにおける就業形態 と現在の

日本の就業形態 について,個 人の属性や世帯の属性が女性の就業決定にどの よう

な影響 を与 えるのかどうかについて分析 している。
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では,ア メリカが60年 代 に経験 したM字 型雇用形態の消滅要因一女性労働市

場環境の変化 と,少子化そ して晩婚化による20-40歳 代の労働力率の増加一 は,

日本女性就業形態のこれからを説明しうるのであろうか。日本の女性労働市場

について樋口 ・早見(1984)は,日 本の女性労働市場が未だにM字 型就業形態

を表 しているのは,日 本的雇用慣行がその一要因であるということを指摘 して

いる。彼らは,日 本的雇用 システムの下での既婚女性の労働時間決定は,企 業

側によってなされていることが多 く,と いうのも,賃 金率は継続就業の長さに

比例 しているためである,と 述べる。そのため,労 働者が一度労働市場か ら退

出すると,再 参入する際,も との賃金よりも低い レベルの職種に就 くか,も し

くは非労働力化するしかないという状況が続いているからである,と 彼 らは説

明する。

このような,日 本的雇用慣行を日本の女性労働市場におけるM字 型就業形態

形成の根拠 とし,その存続要因を分析する研究はこれまでに多 くなされている。

次章では,そ の労働市場の分析に焦点を当てたい くつかの代表的な理論 と,そ

れに基づ く実証結果を紹介する。それに続 き,そ れ らの労働市場を中心 とした

アプローチについての問題点,未 解決事項について指摘する。

第2章 労働市場に基づく女性就業行動の研究

労働市場の分析 に焦点を当てた研究は,女 性の就業決定が,企 業や政府の政

策 または慣行に影響を受けているという考え方に基づいている。それ らの研究

においては,理 論的に導かれた様々な人的資本変数(賃 金,収 入 レベル,年 齢,

性別,勤 続年数,教 育 レベルなど)と 女性の就業決定との関係 を分析 している。

ここで最 も代表的な理論として挙げ られるのが,Becker,G.Sに よって提唱さ

れた,人 的資本理論である。これまでの女性就業行動分析に関する数多 くの研

究は,主 に女性の就業決定 と人的資本変数がどのような関係にあるのか,に と

いう点ついての計量分析 をもとに,女 性就業行動の特徴 を指摘するアプローチ

である。ここでまず,人 的資本理論について紹介 し,次 にこれまでの 日本 にお
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ける女性就業行動分析に関する既存研究結果のまとめを行う。

人的資本理論

人的資本は,労 働者の持つ知識,能 力,勤 続などを意味し,そ のような労働

者の持つ特性を機械 と同様の1つ の資本とみなしている。人的資本理論とは,

その人的資本に対 して行われる教育や訓練を投資と考え,企 業はその労働力を

利用することによって生産性 を獲得 し,労 働者は対価を獲得する,と いう関係

の分析 について考えることをい う。Beckerは,こ の人的資本理論 を提唱 した

代表的な人物である。彼は,労 働者の持つ様々な特性(年 齢 ・教育 レベル ・経

験(勤 続)・ 性別など)を 生産性に影響 を与える変数 とみなし,そ れらの特性

が他の生産要素と同じ枠組みの中で分析 されることを提案 した。

人的資本理論をもとに日本の労働市場 を分析する場合,重 要 となるのが勤続

という変数であ り,そ れは経験 と区別 して考えられる。勤続 とは,個 人がある

1つ の企業にどれだけ長 く勤めているかを表す変数であ り,勤 続 により企業特

殊的な技能が形成される。一方経験 とは,あ る1つ の職種にどれだけ長 く従事

するかを表す変数である。従って経験は,あ る特定の技術に対する技能の蓄積

を表す変数 と考えられる。特に日本の雇用慣行の特徴 を考慮にいれると,日 本

女性の就業行動 を分析する際,勤 続 と就業決定の関係 を考慮することが重要で

あろう。ShimadaandHiguchi(1985),樋 ロ(1991),OgawaandErmisch(1996)

そしてNagase(1997)ら は,日 本女性の就業行動 を様々な人的資本変数を用

いて分析 している。15)(日 本女性の就業行動についての分析結果は,次 節で

詳 しく検討する。)

15)ShimadaandHiguchi(1985)に よ ると,日 本女性の就業行動 は必ず しも人的資

本の理論によって説明されない とい う。 日本では教育 レベルの上昇が,一 方で女

性の賃金獲得能力を上昇 させ労働市場への進出を促 しているのに対 し,他 方では,

出生率の減少と家族の分離を導 くか らである,と 彼 らは指摘する。 日本のデータ

を用いた彼 らの実証分析では,日 本の既婚女性労働者が,あ まり賃金レベルの変

化に敏感ではないという,人 的資本理論か ら予測された関係 とは異なる結果を得

ている。荒井(1995)も,同 様の指摘 をしている。



女性労働供給と育児投資リターン(1) 85

労働市場に基づ く日本女性の就業行動に関する既存研究

人的資本変数を用いた女性の就業決定モデルの分析 により,日 本の女性就業

行動は様々な角度からの研究がなされている。ここではその変数の中から,賃

金率,家 計収入 レベルそ して教育 レベルの3つ の変数に注 目し,日 本女性の就

業決定 との関係についての これまでの研究結果をふ り返る。多 くの統計分析 に

は,ロ ジッ トモデルやプロビットモデルなどの質的選択モデルが使われている。

これは女性が就業するか否かという二者択一問題に,そ れぞれの人的資本変数

がどの ように関係 しているのかを分析するための方法である。樋口(1991)は,

日米の女性就業行動の比較分析を,Heckman(1974)の モデルを用いて行っ

ている。

家計収入 ・賃金 レベルと女性就業選択 との関係

女性就業行動 に関する実証分析は,Douglas(1934)に よる,1919年 におけ

るアメ リカのデー タを分析 した ものが その始 ま りである(樋 口(1991))。

Douglasは,彼 の研究か ら家計収入 レベルと就業行動について2つ の結果を導

いている。1つ は男性の就業決定は家計収入 レベルと無関係であること,そ し

て もう1つ は,中 年女性の就業決定は,家 計収入 レベルと負の関係にあること

である。このことか ら,彼 は労働供給の意思決定は家族単位で行われるもので

あると結論づけた。この結果は,SchoenbergandDouglas(1937)やLong(1958)

においてもサポー一・・トされ,日 本のデータを使った有澤(1956)の 実証研究 も同

じ結果を導いている。そして辻村 ・佐々木 ・中村(1959)の 中で,こ の女性就

業 と家計収入 レベルの間にある負の関係は,ダ グラス=有 澤の法則 と呼ばれ,

女性就業行動分析の通説の1つ となる。

ShimadaandHiguchi(1985)は,日 本の既婚女性就業形態の分析において,

家計収入 レベル及び賃金 レベルと就業決定 との関係 を考慮 している。彼 らは

1974年 と1977年 の 日本のデータをもとにした横断面分析 と60年代か ら80年代 に

かけての時系列データを用い,日 本の既婚女性の就業分析を行った。賃金率弾

力性 と家計収入弾力性一女性の就業が,市 場賃金の変化と家計収入の変化 にど
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れだけ敏感に反応するか一 について,日 本の既婚女性のデータからは共に,賃

金の弾力性よ りも収入の弾力性 のほうが大 きい という結果がみ られた。16)こ

のことは,日 本の既婚女性が市場賃金率の変化 よりもむしろ家計収入 レベルの

変化を考慮 した上で就業決定を行う傾向にある,と いうことを示唆するもので

ある。これは,Mincer(1962)を はじめ とするアメリカの既婚女性 を対象 と

した多 くの分析が,ア メリカの既婚女性の賃金弾力性は,家 計収入弾力性より

も大 きいという結果を提示 していることに反する。島田 ・樋ロの両氏は,そ の

アメリカとの分析結果の違いが生 じた根拠 として,次 の2つ のコメントを提示

する。1つ は,彼 らのモデルに何 らかの問題があったのではないかということ

である。17)2つ めの根拠は,日 本の女性労働市場では、市場の賃金率が女 性の

教育 レベルや経験にあまり反応 していないために,女 性(特 に既婚女性)の 就

業 は賃金率に敏感に反応 しないのではないか,と いうことである。18)

教育レベルと女性の就業選択との関係

教育 レベルは,人 的資本理論における重要な変数の1つ である。理論上,高

学歴労働者は市場での生産性を高め賃金率の上昇をもたらす。 このことから教

育 レベルの上昇は,よ り多 くの労働者を市場 に参入 させ る誘因であると考 えら

16)彼 らの分析結果 によると,賃 金弾力性 は0.5か ら 一〇.03の問,そ して収入弾力性

は一〇.7か ら一〇.2の範囲内 と測定された。

17)推 定モデルの問題点 として,島 田 ・樋 口両氏 はMeasurementerrorやOmitted

variableerrorの 存 在 を指摘 している。また樋 口(1991)は,Shimada(1981)

の推 定に より,日 本女性の賃金弾力性 が低 い,と い う結果が生 じた理 由には,

Shimadaが 市場賃金率 を外生変数 とみなしたからである,と 指摘する。(市 場賃

金 を内生変数と考え,1977年 のデータを用 いた樋 口の分析結果では、日本の既婚

女性 の賃金弾力性 はアメリカのそれ より大 きいことが示 された。)更に樋[](1991)

は,賃 金と家計収入弾力性か らみた 日本の既婚女性の就業行動は,フ ランスや西

ドイツ,イ ギ リスなどと類似 していることに触れている。そ してこれ らの国では,

既 婚女性 の就業行動が労働者 自身の賃金 と家計収入の両方に敏感 に反応 している

という分析結果がみ られる。従って,樋 口は日本の女性就業の行動が特異 なもの

として扱 われることはないことを指摘する。

18)Yashiro(1981)も,日 本女性が市場賃金率にあ まり敏感でないことの理由に,

日本女性の教育 と経験の リター ンが低いことを提案 している。
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れている。Goldin(1990)やSmithandWard(1985)は,教 育 レベルの上昇

によるアメリカ女性労力率の上昇は,こ こ50年 間続いている現象であることを

指摘する。では日本の女性労働者についてはどうであろうか。Brinton(1993),

大沢(1998)やTanaka(1987)に よると,教 育 レベルと女性の就業 とはほと

んど相関がないという。樋 口(1991)の 中でも,両 者間の正の相関は小さく,

統計的にも有意ではないことがわかっている。更に樋口は,学 歴による就業率

の差は日米間であまり違いは見 られない ものの,日 本のデータについては,学

歴の効果が勤続年数の効果よりも小 さく,ま た高学歴女性ほ ど長時間労働者が

多いことを表 している。19)

このように,家 計収入 ・賃金 レベルそ して教育レベルと女性の就業選択 との

関係を考慮すると,日 本女性の就業決定は家計収入に依存 してお り,ま た,個

人の学歴はあま り大きな影響 を与えていない傾向にある。一方アメリカにおけ

る女性就業決定は,個 人の賃金率や学歴などに敏感である。従って日米の女性

就業決定は,ア メリカでは学歴などの個人の特性 に依存 してお り,日 本では家

庭の状況(家 計収入 レベルなど)に 依存 していると考えられる。

既存研究の問題点

これまでに紹介 した様々な研究結果は,日 米の女性就業行動についての比較

考量に大 きな役割 を果たしている。 しか しこれらの研究の大 きな問題点は,そ

の理論 と実証とのアプローチの違いである。

労働供給量の決定は,就 業率(労 働力率)で 分析する方法 と,就 業時間を用

いて分析する方法がある。理論上考えられている労働供給決定は,与 えられた

賃金率のもとで,そ の効用を最大にするような労働時間を選択する,と いう考

えに基づいている。 しか し,実 証分析においては,む しろ実際に働いている人

の就業行動を考慮す るとい う,就 業率を用いた分析法が多かった。さらに従来

19)し か し同氏 によると,日 本の高学歴女性の就業率が高いということは,統 計上有

意ではな く認められていない という。
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の実証分析には2つ の問題点がある。1つ は,こ れまで実際に働いていない労

働者の存在を無視 した分析が行われてきたこと,そ してもう1つ は,労 働時間

決定と就業決定の両方を考慮 した実証分析が困難なことである。20)樋 口氏 も

これについて,`...就 業の決定 と労働時間の選択を効用極大化 とい う視点か

ら同時に一貫 した方法で説明することは,日 本の場合,特 にむずかしいと判断

せざるをえない_'と コメントしている(樋 口(1991))。21)

労働市場に注目した研究への疑問

日本的雇用慣行を考慮 した研究の多 くは,日 本の終身雇用や年功制度が,女

性労働者を非継続的に労働市場へ参入 させる傾向を生み出している,と いうこ

とを指摘 している。だが,労 働市場分析 を中心 として裏付けられる,日 本的雇

用慣行 とM字 型就業形態の存続との関係 は,果 たして`日 本的雇用慣行の存続

←>M字 型就業形態の存続',と い う直接的な関係だけで説明されているの

であろうか。この疑問を投げかけるには,大 きく2つ の根拠がある。

第1の 根拠は,樋 口(1991)が 指摘するこれまでの労働市場分析における限

界である。先ほども触れたように,彼 は過去の女子労働の就業行動分析 におけ

る,理 論と実証 とのアプローチの違いを指摘す る。特に日本の女性就業行動を

分析する際,労 働時間選択 と就業選択のモデルを同時に考えると,理 論で予測

された結果を実証によって証明することがで きないのである。

第2の 根拠は,女 性就業形態が企業規模によって大 きく異なり,M字 型就業

形態はむしろ企業規模が小 さくなるにつれて顕著 になるということである。〈図

4>は,日 本における女子就業率を企業規模別に表 したものである。

20)例 え ば,樋 口(1991)は,日 本のデー一・タをもとに就業モデルと労働時間モデルを

同時推定 し,夫 の収入 と女性 の就業 との関係 を分析 した。その結果、就業決定モ

デルに関 しては,夫 の収入と女性の就業が負の相関関係 を示 した(ダ グラス=有

沢の法則をサポー トしている)。 しか し,労 働時間決定モデルでは同様の結果 を

見出す ことがで きなかった。また子供の存在が妻の就業に与える影響に関 して も,

2つ のモデルの同時推定 は期待する結果を もた らしていない。(詳 細 な分析結果

については樋 口(1991)参 照)

21)永 瀬(1996,1997)も 両 モデルにおける同時推定の困難 さを指摘 している。
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各グラフには1967年 か ら1997年 までの10年 お きのデータを示 している。企業

i規模は,1000人 以上の大企業,100-999人 の中小企業,そ して99人 以下の小企

業 に分類 されている。3つ のグラフか ら明確 なことは,M字 型就業形態が,企

業規模が小 さくなるほど顕著であるということである。1997年 の大企業のデー

タに関 しては,そ のプロファイルが若干M字 型になる傾向を表 している。 しか

図4:企 業規模別女子就業者(%)(1967・77・87・97年)
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しそれ以上に,他 の2つ の企業規模におけるM字 型就業形態では,そ の傾向が

いっそう強まっている。 これは`日 本的雇用慣行の存続がM字 型就業形態の存

続 と直接的な因果関係を持つ'と いう論理に疑問を投げかけている。 日本的雇

用慣行一終身雇用や年功序列一 は,主 に大企業 において採用されている慣行で

ある。 しか し,日 本的雇用慣行の色が濃い大企業よりも,む しろM字 型就業形

態が顕著なのは,中 小企業における就業形態である。これはまた,中 小企業に

多い低学歴 ・低収入女性労働者が出産 ・育児終了後,中 小企業に再参入する,

または,結 婚を機 に大企業 を退職 した女性労働者が,育 児終了後,中 小企業に

再参入するという傾向を示唆するものであろう。このことから私たちは,日 本

的雇用慣行の存続がM字 型就業形態の存続要因と直接結ばれているのであろう

か,と いう疑問を持たざるをえない。

もちろん本稿は,労 働市場分析を中心 として導かれた日本的雇用慣行とM字

型就業形態の関係が,女 性就業形態 を説明するもの として適切ではない,と い

うことを主張 しているのではない。むしろここで強調 していることは,日 本に

おける女性労働のM字 型就業形態の存続要因が,家 計生産活動により焦点を当

てた女性就業行動分析によって も説明で きるのではないか,と いう提案である。
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これが,次 章より議論される家計生産理論に注 目した女性就業行動の分析であ

る。
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